
財
政
状
況

平成２９年度 　「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」により、平成29年度決算に基

づいて算定した健全化判断比率及び資

金不足比率をお知らせします。置戸町

の財政は健全な段階にあると言えますが、

財政状況が厳しいことに変わりはなく、

今後も財政健全化への取り組みを続け

ていきます。

健全化判断比率
資金不足比率
を公表します

財政健全化判断比率

資金不足比率

　健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担化率）は、いずれ

も早期健全化基準、財政再生基準を下回りました。

　これらの比率が一定の基準を超えると「早期健全化団体」さらには「財政再生団体」へ移行すること

になり、地方債の借入れや予算編成の制限など国の関与を受けることになります。

　各公営企業における資金不足比率は、資金不

足を生じた公営企業がないため、経営健全化基

準に該当しませんでした。

指　　　標 内　　　容 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 一般会計の赤字の割合 － 1 5 . 0 ％ 2 0 . 0 ％

連結実質赤字比率 一般会計のほか、特別会計も含めた全会
計の赤字の割合 － 2 0 . 0 ％ 3 0 . 0 ％

実 質 公 債 費 比 率 年間の借金返済額などの負担割合 6 . 6 ％ 2 5 . 0 ％ 3 5 . 0 ％

将 来 負 担 比 率 現時点で将来に負担が見込まれる借金の
割合 － 3 5 0 . 0 ％

資金不足比率 経営健全化基準

簡易水道特別会計 － 2 0 . 0 ％

下 水 道 特 別 会 計 － 2 0 . 0 ％

※実質赤字額及び連結実質赤字額がない場合は、「－」で表示します。

※資金不足額がない場合は、「－」で表示します。

比率の推移 平成20年度～平成29年度

　実質公債費比率は6.6％で、前年度対比0.1ポイントの減少となりました。主な要因としては元利

償還金等の減少などがあげられます。

健全化判断比率…実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの指標

早期健全化団体…健全化判断比率のうち１つでも早期健全化基準を上回る団体

財 政 再 生 団 体…健全化判断比率（将来負担率を除く）のうち１つでも財政再生基準を上回る団体

資 金 不 足 比 率…公営企業会計の料金収入に占める赤字の割合
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